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食品衛生法の改正により、一部の対象外を除き、

すべての食品等事業者は営業許可もしくは営業届出の対象です。

必要な手続きについて確認しましょう！

営業許可業種

営業届出が必要な業種

営業許可 対象 対象 対象

衛生管理
計画の作成

許可手続きが必要

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

飲食店営業

食肉販売業

魚介類販売業

魚介類競り売り営業

集乳業

乳処理業

特別牛乳搾取処理業

食肉処理業

食品の放射線照射業

菓子製造業

アイスクリーム類製造業

乳製品製造業

清涼飲料水製造業

食肉製品製造業

水産製品製造業

営業許可業種
YES

YES

NONO

32業種に該当しますか？

令和３年６月１日施行

許可届出対象外業種
許可届出対象外に該当しますか？

施設基準有

営業届出 対象 対象 対象
届出手続きが必要

施設基準なし

許可届出
対 象 外

対象 対象 不要手続き不要

HACCP
の制度化

必要に応じ 必要に応じ

ハサップ　

ハサップ

※自宅台所との兼用は不可

食品衛生
責任者の

設置

食中毒のリスクなどを踏まえて業種が再編（新設・統合・廃止）され、

32業種が定められています。

調理の機能を有する自動販売機により食品を調理し、食品
を調理された食品を販売する営業

項目 業　種

17

18

19
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22

23

24
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26

27

28

29

30

31

32

氷雪製造業

液卵製造業
食用油脂製造業
みそ又はしょうゆ製造業
酒類製造業
豆腐製造業
納豆製造業
麺類製造業
そうざい製造業
複合型そうざい製造業
冷凍食品製造業
複合型冷凍食品製造業
漬物製造業
密封包装食品製造業
食品の小分け業
添加物製造業

項目 業　種

販売業（例）
・弁当販売　　・野菜果物販売　　・米穀販売　　・食肉販売（包装品）、魚介類販売（包装品）

・通信販売　　・コンビニエンスストア　　・百貨店・総合スーパー　　・自動販売機　　など

その他（例） 行商、集団給食、器具・容器包装の製造　　など

製造・加工業（例）
・農産保存食料品製造（ジャム（冷蔵保管品）、山菜の水煮パック（冷蔵保管品）など）　　・調味料製造

・製茶、コーヒー製造（焙煎）　　・海藻製造　　など
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こんなかたが対象!!

計画を作ろう!!



こんなかたが対象!!

計画を作ろう!!



3．農産加工品の試作（加工研修室）

2．加工技術研修（アグリビジネス支援事業）

1．出前講座（アグリビジネス支援事業）

自身で生産している野菜などを使って、加工品の試作をすることができます。

（例）野菜ペースト、カット野菜、乾燥野菜、ドライフルーツ、山菜の水煮など

詳細は、裏表紙を御覧ください。

個人および団体の要望に応じて、研修等を企画し、6次産業化や加工に関する知識と実践

を学ぶための講師を派遣しています。

6次産業化に必要な農産加工等の知識および技術の習得をするための研修を受ける

ことができます。

アグリビジネスに取り組んでいる、または取り組もうとしている個人、法人、

加工グループ等

6次産業化の実践を目指す農業者等

【問い合わせ先】秋田市産業振興部産業企画課（TEL:018-888-5725）

加工技術研修の様子
農林漁業施設資金
（スーパーW資金）

アグリビジネス強化計画の認定を
受けた認定農業者設立した法人
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地域資源活用価値創出（６次産業化含む）の支援について
（旧農山漁村発イノベーション）

農林水産物や農林水産業に関わる多様な地域資源を活用し、付加価値を創出することによって、農山漁村

における所得の向上と雇用機会の確保を図る取組等を支援します。

地域資源を活用した価値創出に取り組んでいる優良事業体数の増加（100事業体［令和７年度まで］）等

1．地域資源活用価値創出推進事業（旧農山漁村発イノベーション推進事業）

①地域活性化に向けた活動計画策定、関係人口創出、地域づくりを担う農村プロデューサーの育成、農業・
農村の情報発信等を支援します。（地域活性化型）

②地域資源を活用した新商品開発、経営改善等の多様な課題解決に取り組む事業者への専門家派遣、
官民共創の仕組みを活用した地域課題の解決等を支援します。（創出支援型）

③農泊の実施体制の整備や経営の強化、観光コンテンツの磨き上げ等の取組を支援します。（農泊推進型）

④農福連携の普及啓発、障害者等の農林水産業に関する技術の習得、農福連携を地域で広げるための取
組、専門人材の育成等を支援します。（農福連携型）

２．地域資源活用価値創出整備事業（旧 農山漁村発イノベーション整備事業）

①農林水産物加工・販売施設、地域間交流拠点等の整備を支援します。（定住促進・交流対策型、産業支援型）

②農泊の推進に必要となる古民家等を活用した滞在施設等の整備を支援します。（農泊推進型）

③農福連携の推進に必要となる障害者等が作業に携わる生産施設等の整備を支援します。（農福連携型）

〈事業の流れ〉

【問い合わせ先】東北経済産業局産業部商業・流通サービス産業課地域ブランド展開支援室（TEL:022-221-4923）
東北農政局経営・事業支援部食品企業課（TEL:022-263-1111［代表］（内線4381））

【問い合わせ先】東北農政局農村振興部（TEL:022-263-1111［代表］）
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